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公害防止対策事業費 事務事業評価シート

31年度(計画)

30年度(実績) 31年度(計画)

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

144280 公害防止対策事業費

暮らし

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

目的 公害の発生防止

対象
公害防止関係法令対象事業所、公害防止協定締結事業所、公害原因となり得る事業所、苦
情地点、河川

25

後援・協賛 補助・助成

29年度(実績)

市民参画の有無

市民協働の形態

実績 0 0

【 事後評価 】平成 30 年度 事務事業評価シート

総合
計画

分野

会計 款 項 目

一般 04 01 07

政策 2-1 環境の保全
施策 3 公害の防止

意図 法令遵守、社会規範の尊重を推進することにより、公害発生がなくなる
妥当である

見直し余地がある

○各種公害関係の測定、調査の実施
○公害防止関係法令対象事業者への立入調査
○公害防止関係法令対象事業所への改善指導等
○測定結果に基づく公害防止協定締結事業所への改善指導
○水質事故及び水質異常対応
○公害防止パトロール
○公害に関する苦情相談
○放射性物質濃度測定

有
効
性

 成果の向上余地

 事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

妥当でない

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

委託

公
平
性

太田油脂産業に起因する悪臭公害については、臭気処理施設等の導入や改
修、使用方法等の見直しと維持管理の徹底に関する指導することで、臭気
対策が向上し苦情件数が減少すると思われる。一般事業所等については、
公害防止関係法令や公害防止協定の基準違反者に対し、指導を徹底するこ
とで公害防止に努める。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

岩手県からの権限移譲事務は、県に準拠する必要があるため、その事業費
や人件費に削減の余地はない。また、各種公害関係や自然環境の測定・調
査は公害の発生・拡散防止に不可欠であることのほか、市民の放射能汚染
に伴う不安解消のため、放射性物質測定所の継続が必要であり、現在の事
務経費に削減の余地がない。

対象外
適正である共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

③
公害防止関係法令に基づく事業所
立入調査

事業所数
計画 43

41 43

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 30年度(実績)

②
水質測定河川・公害防止協定締結
事業所、騒音、振動測定

地点
計画 94

① 悪臭測定 延べ個所数
計画 20

実績 96 91
91

件
25 25目標

42
実績

52実績

29年度(実績)成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

成果指標
の達成度

目標値より高い 概ね目標値どおり

③

②
公害防止関係法令基準公害防止協
定基準遵守率

％
目標

①

実績

悪臭苦情件数

目標

実績 90.4

20

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　環境の保全のため公害の発生を防止することが重要であるが、このことは成果に現れにくいも
のである。河川水質検査等による環境の現状把握、事業場への立入調査と改善指導等、水質事故
等の対応、公害防止パトロール、公害に関する苦情相談、その他権限移譲に係る事務、放射性物
質濃度測定等を実施することで公害発生の防止に努めた結果、市民の健康や生活等に影響を及ぼ
す大きな事故・事件等の発生はなかった。今後も継続して実施する必要がある。

　化製場に起因する悪臭発生に伴う苦情については、市は当該事業所に改善勧告を発令してお
り、当該事業所から臭気処理方法の変更など悪臭対策の改善計画が提出されており、処理施設や
付帯設備の変更、導入を行っている最中であり、今年度、一般苦情が増加した（成果指標の目標
が達成できなかった）原因は、設備導入などの変更して講じた臭気処理によって十分に臭気を処
理できていなかったことや、昨年夏季と比較し、猛暑であったことが考えられる。現在、処理不
足について改善対策中である。
　公害防止関係法令基準公害防止協定基準遵守率については、事業所の協定で規定する自主によ
る定期測定及び市による排水水質検査の結果、９事業所で協定基準を超過しており、事業所ごと
に超過した内容について適宜指導を行った。

○ 目標値より低い

100 100
90.9

公害防止関係法令対象事業所への調査・指導は法律で自治体が行うことと規定され
ている。また、公害防止協定締結事業所、公害原因となり得る事業所及び苦情地点
への調査・指導や河川水質・騒音・振動などの測定業務、水質事故等への対応、岩
石・砂利採取法、自然公園法、鳥獣保護法、化製場等に関する法律、及びこれらに
関連する県条例に規定する事務について実施すべき機関・団体がない。

 受益と負担の適正化余地 事業を実施することにより、公害の発生防止・抑制や自然環境の
保全・監視につながり、市民の適正な生活環境を維持していくこ
とに寄与することから適正である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

　総合評価　…上記評価結果の総括
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単位：千円

～

　

公害防止対策事業費

平成 30 年度 事業説明資料 【 】

項会計 款

事後評価
菅原 哲也 256担当係長 内線

《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

担当部署 部名 市民生活部 課名 生活環境課

29年度
決算額(A)

30年度
決算額(B)

31年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

事業費
12,687 11,684 △ 1,003

財
源
内
訳

国・県 8,983 9,057 74

地方債

△ 1,348

部重点施策における目標

年度〕事業期間

事業概要

○各種公害関係の測定、調査の実施
○公害防止関係法令対象事業者への立入調査
○公害防止関係法令対象事業所への改善指導等
○測定結果に基づく公害防止協定締結事業所への改善指導
○水質事故及び水質異常対応
○公害防止パトロール
○公害に関する苦情相談
○放射性物質濃度測定

事業説明資料

意見・要望等の状況（市政懇談会や支所執務、議会答弁対応その他意見・提言等）

単年度繰返 期間限定 〔平成

事業開始の背景・経緯

豊かな自然と生活環境の保全に努める

目

07

事業ｺｰﾄﾞ

144280

○各種公害調査により汚染状況等の監視・指導を行い、市民の快適な生活環境を保全するため
○環境法令等に関する事務が権限移譲されたため
○福島第一原子力発電所の放射能汚染事故に伴う市民の不安を解消するため

一般財源 3,543 2,195

事業名

年度 平成

271

一般 04 01 公害防止対策事業費

※特定財源の内訳

岩石採取計画認可申請審査手数料170、砂利採取計画認可申請審査手数料253、動物飼養収容許可
審査手数料9、県事務移譲交付金5,649、市町村消費者行政推進事業費補助金3,353、鳥獣保護区
図面作成55、

その他 161 432

はなまきの環境
状況把握・継続監視

公害（大気・水質・騒音・振動）の状況把握

【河川水質の定期測定】
環境基準地点以外の28河川
で測定

【降下ばいじんの測定】

市

【各種騒音・振動の測定】
一般環境、事業所、高速道、
用途地域内の国道・県道の
自動車騒音（常時監視）、新
幹線

【河川水質の定期測定】
環境基準地点で測定

国

【河川水質の定期測定】
環境基準地点で測定

県

【環境大気の測定】

【航空騒音の測定】

【その他の測定】
地下水、ダイオキシン

【放射性物質濃度測定所の設置】
・食品などの持ち込み物の測定
市内居住者、市内事業者
・市放射線影響対応マニュアル
に基づく対応

放射性物質濃度の測定

【サーベイメーターによる測定】
・市内２箇所（平日）
市役所本庁、田瀬振興センター

・FM、広報で市民に結果を報告

空間放射線量の測定

市民の不安
解 消

放 射 能 公 害 対 策

情 報 提 供
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※　職員時間外手当について、平成30年度から一般行政経費（生活環境）に統合したため、
「－」と表記しています。

公害防止対策事業費

30

07

事業ｺｰﾄﾞ

年度事業説明資料 】

事業名

公害防止対策事業費

【

項

01

目

一般 04

会計 款

平成 事後評価

144280

事業説明資料

【臭気測定の実施】

【悪臭モニターの

設置】

悪臭公害の改善

悪臭公害の把握

【 立 入 調 査 】
悪臭公害対策技術参与
による指導

【悪臭パトロール】

夏期、苦情通報時

悪臭発生防止対策

【定期調査・指導】
・毎月、メンテナンス会議と
悪臭対策検討会議を開催
・苦情時の指導

太田油脂産業

【改善計画策定】

【改善勧告（改善

命令）の発令】

太田油脂産業

【施設の更新・変更等】

【公害法令等の権限移譲事務】
・水質汚濁防止法や大気汚染
防止法等に基づく 調査・検査

【公害防止協定事業所】
・事業所排水の水質検査

事業場立入調査

【事業所への苦情対応】
・立ち入り調査、指導

【被害の拡大防止】
・オイルマット等による
汚染の拡散防止

【情報収集・提供】
・北上川水質汚濁対策
連絡協議会と連携対応

水質事故対応
油・有害物質流出

・現地調査
・河川の水質測定等

一般苦情対応

公害の発生・拡大

の防止

太田油脂産業悪臭公害対策

悪臭公害
防止条例

公 害 防 止 対 策

【悪臭防止対策

協議会へ支援】

効果の確認 悪臭公害

を確認

効果を確認


